







設けたが､ その期限をむかえた 2006 年にさ
らに 10 年を延長している｡ "ベンチャー企業








2014 年 7 月末時点で､ この制度によってベ
ンチャー確認をうけた企業は 29,035 社にの
ぼっている (ベンチャー企業協会､ 2014 年 7
月号：1)｡ それらの企業を対象にし､ 1999
年から中小企業庁も ｢ベンチャー企業精密実


















2014 年 12 月
１ この制度で“認定”を指す用語として､“指定”､“認定”､“確認”が混用されている｡ 韓国政府の正式
用語は､ 政府とその委任機関による“確認”であるため､ 本稿も主としてそれを使用することにする｡
ベンチャー確認に必要な要件を満たした企業に対しては､ 有効期限 2 年の証明書が発行される｡ 中間評
価でその要件を充足できない場合はその確認が取り消しになる｡
２ 技術保証基金､ 中小企業振興公団､ 情報通信産業振興院､ 韓国産業技術振興院､ 韓国ベンチャーキャピ
タル協会｡
３ 1998年に､ 中小企業振興公団がベンチャー企業調査を実施したことがある｡ しかし､ この調査はベンチャー
確認企業に限定したのではなく､ 同公団が独自の基準に基づいて選別した 1,290 社を対象にしている｡
４ スタートアップ (startups) の企業家精神に関する研究は多岐にわたっている｡ 創業の制約理論につい
ベンチャー確認企業の創業者の属性､ 詳しく













2008：1)｡ 1997 年 8 月 28 日に公布された
｢ベンチャー企業育成に関する特別措置法｣
第 1 条が示した同法の目的をその根拠として
















1986 年頃からの韓国経済は､ いわゆる 3
低好況 (ウォン安・国際石油価格の低落・国




















ては､ Evans and Jovanovic (1989) と Evans and Leighton (1989) などを参照されたい｡ 日本におけ
る創業者の人的資本については､ 本庄 (2004；2005；2010)､ 馬場・本橋 (2013)､ 松田・松尾 (2013)､
Harada (2003)､ Honjo (2004) などが代表的な研究である｡ これらの実証結果は対象企業､ 分析時期､
推定方法によって異なっている｡
５ 久保 (2005) は､ 分析レベルを企業家個人の属性に設定した属性アプローチを､ 組織に設定して企業戦
略におけるアントレプレナーシップ (entrepreneurship) に焦点を当てた企業家的傾向 (EO：Entre-
preneurial Orientation) アプローチと区分している｡
６ ストーリー著／忽那・安田・高橋訳 (2004：62‐70) も､ 自営業者になるという決断に影響する要因と
して､ ①パーソナリティ､ ②人的資本､ ③出身民族､ をあげ､ ②の中で､ とくに教育水準と勤務におけ
る経験が成長のキーポイントになると主張している｡





























度を導入したのは 1997 年 8 月9のことである｡
関連資料から確認したところ､ 1998 年 5 月
からその制度がいよいよ適用されるようにな
り､ 同年 5 月の 1 カ月で 304 社がその対象と
なった (ペクフン､ 2012：45)10｡ 1998 年だ




2002 年 2 月 28 日に ｢ベンチャー企業の健全
化方案｣11 を発表してベンチャー確認の要件
を強化する措置をとった (ペクフン､ 2012：
49-51)｡ その結果､ 2002 年から 2005 年まで
その確認件数が年間1万社を下回るようになっ
た｡ 2006 年からはまた年間延べ 1 万社を､





で､ 次の 2 点に注目したい｡ 第一は､ 業種の
側面である｡ [表 1] で､ 全体の 29,035 社の





表されておらず､ ここでは 2013 年ベンチャー
実態調査の標本企業に抽出された 2,069 社の
業種から推測してみよう｡ 2013 年調査の標




と12､ 製造業の約 1/3 が IT 関連であること
ベンチャー創業者の人的資本の変化 27
８ 韓国におけるベンチャー世代の区分に関してはイミンファ・キムミョンス (2006：12‐23) を参照されたい｡
９ ｢ベンチャー企業育成に関する法律の施行令｣ は同年 10 月 25 日に､ ｢同施行規則｣ は 11 月 4 日に公布
された｡
10 韓国ベンチャー企業に関する情報開示システムであるベンチャーイン (Venture In) による ｢ベンチャー
企業統計｣ 2006 年 1 月号､ p.1｡
11 2002 年 2 月 28 日付き､ 中小企業庁の報道資料より｡
12 2014 年 8 月 13 日､ 5 年間ベンチャー実態調査に関わったベンチャー企業協会 L 氏とのインタビューより｡
がうかがえる｡ 半面､ 非製造業の情報処理お
よびソフトウェア関連企業､ すなわち､ IT
サービス業が 4,761 社で全体の 16.4%を占め
















発サービス業の場合､ それぞれ､ 79.6%と 64.
6%が首都圏で営まれていて､ ベンチャー確
認企業の平均値よりかなり高い密集度である｡
1990 年代後半までに､ 韓国の IT 関連企業の
多くがソウル市江南区の大通りであるテヘラ
ンバレー (Teheran Valley) に､ 2000 年代
からはソウルデジタルバレー (Seoul Digital
Valley､ (旧) ソウル輸出産業工業団地) に
集中した結果でもあろう｡ ベンチャー企業を
中心に新たな産業創出を地方に拡散させるた
め､ 韓国中小企業庁は 2001 年に 25 カ所を "
ベンチャー企業育成促進地区" に指定し､ ベ
ンチャー立地上のインセンティブを与えてい









13 ベンチャー企業育成促進地区に実態に関しては､ ソンチャンジュン (2008) を参照されたい｡
[図 1] ベンチャー "確認" 企業数と実態調査の有効回収企業数の推移
(資料) ベンチャー認定企業数：韓国ベンチャー企業協会 (2014) ｢ベンチャー企業現況 (2014 年 7 月号)｣


















[表 2] は､ 2001 年以後の調査対象企業の
業種別比率をまとめたものである｡ ベンチャー
の主力業種の激しい変化が特徴的に表れてい






からの 2007 年調査では､ 前者の合計が 49.3
%であるのに対し､ 後者の一般製造業は 40.3
%にも上っている｡ 2013 年調査では､ それぞ
れ､ 37.7%と 51.2%になっている [表 2]｡ 調
査企業数で見られるこのような変化が韓国ベ
ベンチャー創業者の人的資本の変化 29
14 全数調査は調査費用が高く回収率も低下傾向にあったため､ 標本抽出方式に変更した｡ 2014 年 8 月 13
日､ ベンチャー企業協会の責任研究員 L 氏とのインタビューより｡












ソウル 1,918 3,023 117 112 210 3 1,033 6,416
京畿 7,351 714 92 117 74 15 516 8,879
仁川 1,191 53 6 13 9 1 57 1,330
首都圏小計 10,460 3,790 215 242 293 19 1,606 16,625
(％) 50.6% 79.6% 64.6% 58.6% 80.9% 35.8% 65.5% 57.3%
釜山 1,670 203 15 36 16 2 200 2,142
蔚山 304 28 0 9 3 1 47 392
大邱 1,318 131 6 18 22 1 58 1,554
慶北 1,243 45 13 12 5 4 57 1,379
慶南 1,546 54 3 10 3 2 89 1,707
全北 510 49 10 8 1 4 59 641
光州 532 77 6 3 3 0 51 672
全南 400 26 6 16 2 2 54 506
忠北 608 44 12 11 4 3 25 707
大田 732 201 21 17 4 2 84 1,061
忠南 863 37 10 8 3 5 61 987
江原 359 53 14 20 3 5 44 498
済州 63 21 2 2 0 3 16 107
世宗 53 2 0 1 0 0 1 57
合計 20,661 4,761 333 413 362 53 2,452 29,035















の合計が 91.6%である｡ 2007 年調査では 85.9
%､ 2013 年調査では 77.6%にまで低下してい
る｡ これに対し､ 企業年齢別からみると､ 一
貫した変化の方向性を示すことはできない｡
しかし､ 2007 年以後に限定すると､ 創業 10
年以上の企業が増えていることは事実である｡
10 年以上の企業の比率は､ 2007 年調査で 21.
8%､ 2009 年調査で 23.1%､ 2011 年調査で 29.





[表 2] ベンチャー "確認" 企業の業種別企業数と比率の変化 (2001～2013 年)
業種区分
(4 段階区分)
2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013
社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％ 社数 ％
先端製造業 3,193 40.6 1,935 33.9 1,037 34.2 1,074 33.1 747 36.3 617 29.5 456 22.0
一般製造業 2,002 25.5 1,760 30.9 915 30.1 1,308 40.3 803 39.0 955 45.7 1,059 51.2
情報通信・
ソフトウェア
2,074 26.4 1,525 26.7 808 26.6 527 16.2 284 13.8 281 13.5 324 15.7
その他 596 7.5 487 8.5 277 9.1 335 10.3 224 10.9 235 11.3 230 11.1
合計 7,865 100.0 5,707 100.0 3,037 100.0 3,244 100.0 2,059 100.0 2,088 100.0 2,069 100.0
(注) 先端製造：エネルギー・医療・精密､ コンピュータ・半導体・電子部品､ 通信機器・放送機器
一般製造：飲食料・繊維・ (非) 金属､ 機械製造・自動車
情報通信・ソフトウェア：ソフトウェア開発､ 情報通信・放送サービス
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
[表 3] 成長段階と企業年齢別比率の変化 (2001～2013 年)
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
創業期 11.1 3.4 4.0 8.4 8.0 8.3 10.1
初期成長期 49.7 42.5 38.7 39.5 41.7 36.9 41.1
高度成長期 30.8 41.4 44.2 38.0 44.5 42.3 26.4
成熟期 2.6 4.4 6.5 5.7 4.4 12.2 21.5
停滞・衰退期 5.8 8.2 6.6 8.4 1.4 0.3 0.9
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
3 年以下 53.1 11.4 31.2 28.5 24.4 22.8 27.1
4～10 年未満 30.7 39.2 29.4 49.7 52.5 47.3 41.2
10～20 年未満 16.3 36.6 28.6 21.8 18.2 25.6 26.1
20 年以上 12.7 10.8 4.9 4.3 5.6
(注) 2001 年～2005 年の企業歴は筆者による加工計算










[図 2] は､ 製造業に限定して大企業 (300 人












は､ 2001 年から一度も 10％台を切ったこと
がない｡ とくに､ 2001 年の場合､ ベンチャー
企業は約 45%という著しく高い成長を遂げて
いた｡ 2000 年代初期の世界的な IT ブームに
よる結果でもある｡ それ以来の 10 年間の数




















[図 2] 大企業・中小・ベンチャー企業の成長性と収益性指標の比較 (製造業ベース)
(注) 2005 年までは利益率は経常利益率､ 以後は営業利益率で計算｡
1) 年齢・性別






















いることがわかる｡ 2001 年調査で 20 代が
5.9%､ 30 代が 48.5%であり､ 30 代以下の若
年層の創業者が約 54.4%を占めていることに
なる｡ それに対し､ 40 代の創業者比率は 35.
5%､ 50 代は 8.7%､ 60 代以上は 1.3%に過ぎ
ない｡ 2003 年と 2005 年調査で 30 代以下の
比率は､ それぞれ､ 48.5%､ 48.4%を占めてい
て､ 約半数近い創業者が 30 代以下であるこ
とになる｡ しかし､ 2007 年調査をみると､ 30
代以下の創業者は急減していることが確認で






根拠を探ってみよう｡ 2001 年は､ ベンチャー
企業育成策が本格化して間もない時期である｡




15 イタリアのハイテクスタートアップを対象にした Colombo and Grilli (2005) も､ 創業者の人的資本
の中で教育水準と職務経験が企業成長において有意であることを明らかにしている｡
16 日本政策金融公庫編 『新規開業白書』 の 2013 年版ではシニア創業者､ 2014 年版では女性創業者につい
て特集を組んでいる｡
[表 4] 創業時の年齢と性別の変化 (2001～2013 年)
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
20 代以下 5.9 4.0 3.1 0.2 0.1 1.4 3.5
30 代 48.5 44.5 45.3 13.8 11.8 37.1 39.3
40 代 35.5 39.5 41.0 53.5 50.2 46.7 43.4
50 代 8.7 10.0 9.0 27.4 32.5 12.9 12.5
60 代以上 1.3 2.1 1.5 5.0 5.4 1.9 1.3
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
男性 96.4 96.9 96.6 95.3 92.8 94.7 94.6
女性 3.6 3.1 3.4 4.7 7.2 5.3 5.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0




























2011 年調査では､ 30 代以下の創業者比率が
再び増加していることも事実である｡ とくに､
30 代の創業者比率は 2009 年の 11.8%から､
2011年に37.1%､ 2013年には39.3%まで上がっ
ている｡ これに対し､ 50 代以上の創業者比













が多いのである｡ したがって､ 30 代と 40 代
の就業率は 20 代より低くなりがちである｡
[表 4] から､ 韓国ベンチャー企業の創業者










17 韓国の非正社員比率は､ 2002 年 8 月の 26.8％から 2004 年 8 月に 37.0％まで上昇した (チョンソンミ・
ベギジュン､ 2013：4－5)｡
18 2007 年のリーマンショックの後､ 韓国では若年層の低就業率が深刻な社会問題となっている｡ 韓国統計
庁の ｢経済活動人口調査｣ によると､ 20 歳～29 歳の就業率 (雇用率) は 2008 年まで 60.0%以上で推移
してきていた｡ しかし､ 2009 年から低下方向に転じられ､ 2013 年には 56.8%まで下がっている｡
19 韓国ではベンチャーの女性オーナーの団体である (社) 女性ベンチャー協会が結成されている｡ ベンチャー
確認をうけた T 通信の女性経営者である M 代表は ｢韓国ではベンチャー企業といえば､ 徹夜が頻繁な
業界というイメージが女性の新規進入を妨げている｣ と言っている｡ 2014 年 8 月 14 日､ ソウルデジタ
ルバレー内の T 通信におけるインタビューより｡
20 2004 年ベンチャー実態調査の個票データを用いたジョンジンハ (2005) は､ 創業者の教育水準がベン
が多く､ 70%以上の創業者が大卒以上の学歴
を有している｡ しかし､ 2000 年代以後､ 高
学歴の程度は次第に頓化しつつある｡ 2003
年調査で大卒以上の創業者比率は85.3%であっ
たが､ 2013 年調査では 73.9%にまで下がって




て､ 大卒者比率は 2003 年の 48.7%から 2007
年には 51.9%､ 2011 年には 54.5%に小幅に上
昇しており､ 高卒以下の比率も 2007 年から



















は低下していることがわかる [表 5]｡ 理工
系専攻者の比率は､ 2003 年の 53.3%から
2013 年には 65%まで上がっている｡ 自然科
中京企業研究34
チャーの成長に有意ではなく､ 創業以前の勤務先ダミーの一部 (大学教員) が成長に有意であり､ 創業
後のビジネスネットワークの構築における有利さを理由としてあげている｡
21 7 歳以上を対象にした 2000 年調査でインターネット利用率は 44.7%であったが､ 2012 年になると､ それ
が 78.4%まで急増している (韓国情報化振興院､ 2013：292)｡ 1998 年から開始した光ファイバーインター
ネットサービスの普及による結果である｡
22 専攻分野は最終学歴の卒業時の研究科・学部名を基準にしている｡
[表 5] 創業者の最終学歴と専攻分野比率の変化 (2003～2013 年)
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
博士 14.5 14.4 13.3 13.0 8.7 8.1
修士 22.1 23.3 20.5 18.7 15.4 15.6
大卒 48.7 46.3 51.9 51.0 54.5 50.2
高卒以下 14.7 16.0 14.3 17.3 21.4 26.1
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
工学(含む､ エンジニアリング) 53.3 57.7 58.6 50.4 56.9 65.0
自然科学 8.7 8.2 9.0 9.2 10.6 8.6
経済・経営学 18.3 15.1 14.8 13.8 16.8 14.1
人文・社会科学 8.1 6.7 6.9 5.9 6.9 6.6
その他 11.6 12.3 10.7 20.7 8.8 5.7
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
(注) 専門は学部名に基づき分類





































[表 6] は 2003 年以後の創業者の創業直前
の勤務先を示している｡ この表で､ 民間企業
出身の創業者比率が上昇していることがわか
る｡ 2003 年調査で民間企業出身の創業者が 7
2.3%､ 企業付設の研究所出身が 6.4%を占め
ている｡ 国公立系研究所と政府および政府契









めている｡ しかし､ 2007 年になると､ 民間






[表 6] 創業直前の勤務先の変化 (2003～2013 年)
区分 2003 2005 2007 2009 2011 2013(％)
民間企業 72.3 74.0 81.1 80.0 81.6 86.6
民間研究所 6.4 6.3 5.4 4.9 4.3 1.4
国公立研究所 3.0 2.6 3.3 2.8 1.5 1.7
政府及び政府系機関 3.3 2.9 1.9 2.0 1.2 1.8
大学教員 5.9 4.5 3.0 2.8 2.5 2.3
学生 1.7 1.6 0.9 0.6 0.2 0.2
その他 7.4 8.0 4.5 6.9 8.7 6.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
(注) 2009 年は創業者ではなく､ 現在の経営者
(資料) 中小企業庁 (各年) 『ベンチャー企業精密実態調査報告書』 より加工作成
設立において多様なインセンティブを与えて
いるのだけでなく､ ETRI (:Electronics and
Telecommunications Research Institute､
韓国電子通信研究院) や KIST (:Korea
























た企業数の "比率" データを企業 "数" に組
み替える｡ なお､ 成長段階と創業者の人的資
本が互いに独立しているか否かを明らかにす
るため､ カイ二乗 (χ2) 検定法を用いるこ
とにする｡ その結果をまとめたのが [表 7]









は､ 初期成長期 (全体の 32.4%) ⇒高度成長








長期である｡ 職歴年数 5 年以下のグループの
場合､ 初期創業期に 7.2%､ 高度成長期に 6.0
%､ 成熟期に 5.5%､ 創業期に 2.0%が分布し
ている｡ 職歴が最も長い 16 年以上のグルー
プにおいても初期成長期が 9.25％､ 高度成






プは､ 初期創業期が 6.4%､ 高度成長期が 6.1
%を占めている｡ 中小企業または他のベンチャー
企業に勤めた創業者グループは､ 初期創業期















るのは､ 初期創業期の 25.4%である｡ その次
が高度成長期の 16.9%である｡ その他の分野
で勤めた創業者が多く分布しているのは､ 初











基づき､ 約 10 年間の変化を中心に検討して






























創業期 160 7.7 50 2.4 42 2.0 61 2.9 54 2.6 53 2.6
初期成長期 670 32.4 181 8.7 149 7.2 283 13.7 228 11.0 191 9.2
高度成長期 471 22.8 75 3.6 125 6.0 186 9.0 131 6.3 104 5.0
成熟期 388 18.8 56 2.7 114 5.5 173 8.4 83 4.0 74 3.6
衰退期 17 0.8 1 0.0 5 0.2 5 0.2 3 0.1 5 0.2
N=2,069, X2=28.58*** N=2,069, X2=32.57***
(注) *：p＜0.10 **：p＜0.05 ***：p＜0.01
(資料) ｢ベンチャー実態調査｣ のデータより筆者推計
区分












創業期 27 1.3 154 7.4 29 1.4 127 6.3 77 3.8
初期成長期 133 6.4 600 29.0 118 5.7 509 25.4 322 16.0
高度成長期 126 6.1 344 16.6 76 3.7 339 16.9 193 9.6
成熟期 98 4.7 293 14.2 53 2.6 228 11.4 195 9.7
衰退期 7 0.3 8 0.4 3 0.1 11 0.5 6 0.3
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